資料４

（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート 
●制度・運営上の課題
③２人派遣が必要な場合の取り扱いについて

　・必要に応じた２人派遣を可能とすべきか。またその要件はどうあるべきか。
	各委員意見

	　
（荒木委員）　医師の判断で複数の看護師の対応が必要であれば、２人派遣も可能と
すべきではないか。

（池田委員）　基本的に、訪問看護サービス事業所は小規模であるため、よほどの事
　　　　　　情がない限り、経営的には２人派遣は避けたいはず。

　　　　　　　これを前提とすると、週１回と限定する必要性は低いのではないか。必要に応じ、利用者側と事業所側の合意があれば、複数名訪問を可能
とすべき。　　
要件については、事業者側と利用者側の声を聴き、現場の実態に即して定めるべき。

（岩出委員）　必要に応じて２人派遣は必要である。

　 現行では人工呼吸器装着・気管切開等重度加算に値する療養者に限り
認められる複数加算を柔軟に対応できるようにする。

　　　　　一定要件以外で必要な場合、関係機関による合意があれば可能とする。

　　　　　 現行では複数加算は1回／Ｗのみであり回数の制限は除外すべきであ
る。

　　　　　 訪問看護ステーションの人員不足の要件も大きく2人派遣したいが人
員不足で行えないケースもあり、ステーションの看護師の確保も重要である。

（上田委員）　必要に応じて２人派遣を可能とするべきと思います。

たとえば入浴時など、人工呼吸器をはずした時、アンビューバックを押す人、抱いて風呂に入れる人（体重が重い場合は２人必要）、吸引する人など複数が必要になる為です。

二人目が介護職員で可能であれば、他の事業所との組み合わせを可能にしてほしい。

（上野委員）　２人派遣も必要⇒本人の状態と医療行為の内容自宅の構造や状況に応じて

　　　　　　　必要であれば派遣すべき⇒ケア会議で検討の後支援計画に明記する

　　　　　　　１人ではサービス提供が困難なため２人派遣なのに、利用者負担は２
倍になるというのは少し違うように思います。　　　　
　　　　　　　必要に応じてではなく、安全・円滑に業務を行うためにも常時２人派
遣が必要です。

（佐々木委員）　２人派遣も含め、その人に必要なオーダーメイドのサービスを提供するためには、市町村・相談支援事業所・居宅支援事業所・短期入所事業所等の相談支援・サービス提供事業所等がケア会議を開催し、ケアマネジメントのプロセスに経ながら、市町村が支給決定することが有効であると思います。
必要性や要件等については、ケア会議の中で確認すればいいのではないかと思います。

（中尾委員）　障害児（者）に訪問看護サービスを提供する際、複数の訪問看護師で訪問することは必要である。その必要性を配慮し今回の介護・診療報酬で加算にて算定可能となったが、まだまだ不十分といわざるを得ない。

（福本委員）　実際には家族の支援を前提とした部分もあるかと思われる。

１人派遣の場合において、利用者のリスクが明らかに高い場合には認
めても良いのではと考える。

（前村委員）　2人派遣は合理的に可能と判断すべき事例の積み上げにて、判断基準を
設定する。

（三田委員）　特別な配慮が必要な方の支援では、少しのミスも生命の危機に直結す
るケースがあるため、2人派遣については必要に応じて実施する必要があ
る。

住宅改造や介護機器の導入を図ることで、2人派遣の必要性を少なくす
ることも必要ではないか。




（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート 
●制度・運営上の課題
④報酬体系について

・高度なサービス提供を行った場合の加算はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　事業者にとっては提供する技術に見合った報酬を保障すべきであるが、
利用者や保護者の負担が過重にならないような仕組みが必要であろう。

（岩出委員）　現行では重症者管理加算として2500円／月・高度重症者加算として
5000円／月であるが、いずれも月4回以上訪問した場合にのみ加算される。

小児の場合急変するリスクは大きく月3回利用で入院すると人工呼吸
　　　　　　器使用で高度なサービス提供にも関らず報酬としては0円となる。

　　　　　　　1回でも利用した場合これらの加算を算定すべきである。

（上田委員）　人工呼吸器装着及び２４時間のIVH機能機器の管理、Cポートの点検と衛生管理など緊急時の気管カニューレ、胃瘘ボタンの交換が加算対象と思われます。

（上野委員）　高度なサービスについては高額な報酬が必要⇒サービスの内容の応じ

て。

　　　　　　　高度なサービス提供内容については議論が必要である。
　　　　　　　加算をつけることでサービス質の向上、維持は可能と思います。

（佐々木委員）　原則的には、必要性があり高度なサービス提供を行なった場合は、報酬に評価されるべきと考えます。
　

（中尾委員）　医療における高度なサービス提供を行った場合は、出来高で算定可能
な診療報酬上で加算されることが必要。
（福本委員）　訪問看護の中でも行った処置に対して適切な報酬算定を行うべき。

（三田委員）　リスクの高い業務には高い質と集中力が求められるため、それに見合う報酬単価を設定することは必要である。




（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート 
●その他の課題
②重心児の受け入れが可能な地域医療機関や医師不足について
・医療機関と訪問看護事業所との連携はどうあるべきか。
	各委員意見

	（荒木委員）　医療機関が重心児・者の看護技術についての研修を修了した事業所の
一覧を共有することで、利用者や保護者から医療機関に相談があった場
合に、条件に合致した事業所を紹介できるようになるのではないか。こ
のような関係の中で、医療機関と訪看事業所の連携が深まることになる
のではないか。

（池田委員）　重心児を地域に送り出す側である「高度専門病院」と、受ける側となる「地域病院」や「診療所」が、相互の信頼関係（顔の見える関係づくり）のもと、適切な役割分担と緊急時のサポート体制などを確立していく必要がある。

また、地域においては小児科だけでなく、対応可能な医療機関を含め
たネットワークを構築することが必要。

上記の取組みにより、既存の医療資源をそれぞれの役割と責任を明確
にすることで、地域医療機関のリスク不安を解消することにつなげる。

高度専門病院からの退院前カンファレンスに保健師や訪問看護ステー
ションが入り、退院前から在宅で必要となる地域資源（医療、福祉を含む）をコーディネートすることが重要。

重症心身障がい児への対応については、保健所保健師がコーディネー
ターとなり、地区医師会や訪問看護ステーションとタイアップした研修会等の実施を行う。

地区医師会単位（あるいは保健所単位）で、重心児の受け入れ可能な
医療機関マップをつくる。

（岩出委員）　重症心身障がい児（者）の医療機関との連携がスムーズに可能になる
ように看護職・退院調整看護師・外来看護師等で窓口となる医療機関の
従事者がいる事が望ましい。

ＮＩＣＵから退院したばかりの児にとっては、変化する事も多く介護
する母親からの不安が直接いかないよう訪問看護師が連携役を果たすべきである。

訪問看護師の関わりで支援できる事、医師の関わりが必要な事（例：
ｶﾆｭﾚ交換等）を退院時に整理し介護する母親（家族）の負担を考えながらも、医師に必要な部分への介入のみで済むよう働きかける。

地域医師会等による積極的な往診医の働きかけを、保健師と訪問看護
師で行う。

（上田委員）　主治医と訪問看護との連携を密にして情報を共有してほしい。

病院を退院する際に、地域移行の対策を充分にする為に、病院の地域
生活推進室がキチンと機能出来るよう十分な報酬単価をつけてほしい。

地域医療機関や訪問看護事業所は、基幹病院のバックアップが必要なので、コーディネーターをおいて地域支援ネットワークを実効的なものにしてほしい。

（上野委員）　医療報酬のアップで人材確保。

　　　　　　　入院中も居宅介護を利用できるようにすべき。

　　　　　　　医療機関と訪問看護事業所がケース検討などをするネットワークの構
築。

　　　　　　　専門性はあっても良いと考えます。
　　　　　　　小児対応の訪問看護師を増やす方が良いと考えます。

（中尾委員）　かかりつけ医は訪問看護事業所に指示書を発行し、必要な看護ケアを
提供していただいている。問題なのは、障がい児を診療する医師や病状
観察や医療的ケアを提供する訪問看護師が少ないことが連携体制構築を
阻害している。

また、医療を必要としない障害者ケアマネジメントはなく、もう少し
医師の関与を増やすべきである。

（福本委員）　医師と看護師が両輪としはじめて機能する。重心児を診てくれる医師が地域にいなければ仕方がない。



（ウ）医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)訪問看護サービス利用状況調査に基づく課題の抽出及び解決策の検討シート 
●その他の課題
③保護者の方が求める水準とおりにサービスが提供できないことについて
・事業者が利用者の苦情等の相談ができる機関は必要か。
	各委員意見

	（荒木委員）　基本的には他の在宅サービスと同様に、事業者の支援内容と利用者の
ニーズが一致しない状況が原因・背景であれば、相談支援事業者等がその役割を持つのが良いのではないか。但し、医療ケアという専門性からかかりつけの医療機関にも加わってもらい調整することが必要ではないか。

また公平性や中立性を担保するのであれば、市町村の障がい担当課等
が窓口になるべきではないか。

（池田委員）　苦情相談のための機関の必要性については疑問。

　　　　　　　それよりも、いかに保護者のニーズとサービス内容のミスマッチを防
　　　　　　止するかを検討すべきではないか。

保護者のニーズとサービス内容が合わない大きな要因として、送り出す側の専門病院により、医療的ケアの手法等が異なること。次に、早期から訪問看護ステーションを利用しなかった場合、保護者は自分の子どもの医療的ケアについてはプロになる。

　　　　　　　したがって、訪問看護ステーションの関わりが遅くなるほどミスマッ
チが生じる。併せて、訪問看護ステーションに対する小児看護技術の向
上のための研修は必要不可欠。

　　　　　　　特に、専門病院との連携による技術研修は継続して実施する。

ミスマッチを防止する方策としては、とにかく早期から、訪問看護ステーションが家族に関わること。退院前カンファレンスに訪問看護ステーションも必ず参画し、在宅療養生活のスタート時点から関わることで解決につながる。

（岩出委員）　必要である。

　　　　　　　求められる内容が適切である事かどうかも当事者では理解しにくい点
もあり適切な判断が出来るように第３者機関が、調整する必要がある。

（上田委員）　必要だと思います。

（上野委員）　公的機関が担うべき。
（佐々木委員）　医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)に対する地域での基盤整備ができておらず、福祉サービス事業所が少ないがゆえに選択肢がなく、頑張ってサービスを提供している事業所に、かえって苦情が寄せられることはあると思います。
利用者と事業所のサービス利用契約は、民間の契約なので、法的な
機関や弁護士、運営適正化委員会、援護の実施機関である市町村等も相談できる機関として考えることはできると思いますが、基盤整備ができておらずサービス提供体制が不充分なことが本質的な原因であれば、なかなか解決はむずかしいと思います。

関係する機関のケア会議の中で苦情等の解決方策を検討するのもひ
とつの方法であると思います。（課題の共有化）

（中尾委員）　苦情対応に対する第三者評価委員会の設置は、事業者に課されている
義務である。事業者が、自己責任で苦情に対応すべきである。

（福本委員）　サービスを提供するうえで技術的な不安や壁に対して、研修体制は必要。（誰が主催するのかは差置いて）

　　　　　　　また、苦情の内容にもよるが、サービスや制度を曲解してのものも多いようであり、何らかの相談窓口は必要。
（前村委員）　個々の利用者が求めるサービス水準には大きな格差があり、当然、その要求水準に達しない事業者もいる。結果的には、需要と供給のバランスの中で落とし所を見つける以外にないと思料する。
事業者の苦情相談を受ける機関があれば、事業者にとっては便利であろうが、例えば業界団体のようなところが、そのような機能を担うことができるのか？
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